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令和４年度介護ロボット導入支援事業、ICT 導入支援事業、介護事業者に対する

業務改善支援事業Ｑ＆Ａ 

 

No. 質問 回答 

１ 申請者は施設長か 申請者は法人代表者になります。 

２ １つの法人から複数の事業所

の申請は可能か。 

可能です。施設ごとに申請書を提出し

てください。 

３ 昨年度申請を行ったが今年度

も申請可能か。 

介護ロボット導入支援事業及び介護

事業者に対する業務改善支援事業に

関しては、昨年度と別の事業計画を提

出していただければ可能です。 

見守り機器導入に伴う通信環境整備

経費分は 1事業所につき 1回限りにな

ります。 

ＩＣＴ導入支援事業は、２回目（今年

度）の補助を行う場合には、基準額か

ら１回目（昨年度）の補助額を除いた

金額が補助上限額となります。詳しく

は「事業内容詳細」をご覧ください。 

４ 事業の着手は交付決定以降に

なるのか。 

内示通知後、別紙様式１４（交付決定

前着手届）を提出いただくことで、交

付決定を待たずに着手することがで

きます。 

その場合でも着手（注文、契約）は内

示後に行っていただく必要がありま

すのでご注意ください。 

５ 別紙様式１４（交付決定前着手

届）を提出すれば、募集前に購

入した介護ロボットやＩＣＴ

機器も補助対象になるのか。 

補助対象になりません。別紙様式１４

（交付決定前着手届）は、内示から交

付決定までの間に着手する必要があ

る場合に提出してもらう書類です。 

６ 書類の提出方法は。 郵送またはメールにて提出してくだ

さい。（電子メールで提出した場合は

送受信の確認のため、送信後しばらく

してから電話にて送信した旨お知ら

せください。） 
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No. 質問 回答 

７ 着手年月日や完了年月日とは

どの時点を指すのか。 

着手年月日はメーカーに注文した日

（契約日）、完了年月日は代金の支払

日(領収書の日付)になります。 

８ 補助対象となる介護ロボット

を教えてほしい。 

「事業内容詳細」と「別添１」を参照

ください。 

９ 見積合わせをすると着手した

ことになるのか。 

見積合わせは着手に含まれません。着

手とは商品をメーカー等に注文（契

約）することを意味します。 

１０ 提出する見積書は何社分必要

か 

１社分のみで結構です。 

１１ 付属品は補助対象に含まれる

か。 

介護ロボットの使用に必要不可欠な

ものであり、介護ロボットとしての最

低限の機能の一部として考えられる

ものであれば対象になります。 

１２ 見守り支援機器と連動するパ

ソコン等は補助対象に含まれ

るか。 

機器の稼働に必要不可欠な専用の受

信・制御機器であれば対象になりま

す。 

１３ 新規開設する予定の事業所で

も補助金を申請することは可

能か。 

事業計画提出時点で既に開設されて

いる事業所のみが対象になります。 

１４ 見守りカメラを廊下に設置す

ることも補助対象となるか。 

見守り機器は居室に設置することが

補助条件となります。 

１５ 法人でまとめて機器等を購入

する場合、見積書は１つで良い

か。 

見積書は申請する事業所ごとに作成

してもらってください。 

１６ １つの事業所から介護ロボッ

ト導入支援事業、ICT 導入支援

事業、介護事業者に対する業務

改善支援事業３つ同時に申請

はできるのか。 

できます。それぞれの必要書類を提出

してください。 

１７ 「SECURITY ACTION」とは何か。 

 

「SECURITY ACTION」は中小企業自ら

が、情報セキュリティ対策に取組むこ

とを自己宣言する制度です。 
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No. 質問 回答 

１８ ICT導入支援事業に申請するに

は必ず「SECURITY ACTION」の

「★一つ星」または「★★二つ

星」のいずれかを宣言しないと

いけないのか。 

厚生労働省より『「SECURITY ACTION」

の「★一つ星」または「★★二つ星」のい

ずれかを宣言すること』が ICT 導入支援

事業の補助要件とされていますので、必

ず宣言していただく必要があります。 

１９ 「SECURITY ACTION」はどうや

って宣言するのか。 

宣言方法は「事業内容詳細」P7 の

『「SECURITY ACTION」の概要説明 

https://www.ipa.go.jp/security/security-

action/』より「SECURITY ACTION」のペ

ージに移動していただき、自己宣言事業

者の申込方法ページから申し込んでくだ

さい。 

事業所単位で単一の法人番号を有して

いない場合には、事業所の代表者を「個

人事業主」として申し込んでください。 

２０ 補助事業の流れを教えてほし

い。 

 

事業計画募集・提出（事業者から県） 

↓ 

内示（県から事業者） 

↓ 

交付申請（事業者から県） 

↓ 

交付決定（県から事業者） 

↓ 

交付決定を受けた機器の導入、支払い

（事業者からメーカー等） 

↓ 

実績報告（補助金請求）（事業者から県） 

↓ 

補助金支払い（県から事業者） 

 

となります。 

 

https://www.ipa.go.jp/security/security-action/
https://www.ipa.go.jp/security/security-action/

